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近年、学校給食費未納問題が深刻な社会問題化
している。この問題が社会的に広く知られるよう
になった契機は、2005 年に読売新聞社と文部科
学省が実施した学校給食費未納問題による調査に
関する報道（2006 年）であった。これらの調査
結果は、学校給食費を滞納している児童・生徒
の保護者（学校給食費未納者）の存在とその対応
に自治体が頭を悩ませていることを示した。自治
体の学校給食運営は今日、学校給食費未納問題に
よって深刻な岐路に立たされていると言える。
本論の目的は、学校給食費未納問題の構造解明
とその解決方法を検討することにある。具体的に
は、（1）学校給食法等における社会の変化と学校
給食体制との関係はどのようなものなのか、（2）
保護者は、学校給食費未納の現状をどのように認
識しているのか、（3）市町村における学校給食費
徴収実態はどのようなものなのか、（4）学校給食
費未納問題が深刻である自治体が、学校給食費未
納者をゼロにするという課題に対してどのように
取組むべきなのか、を明らかにすることを目的と
する。
本研究の構成は、以下のとおりである。
第 1 章では、学校給食費未納問題に関わる論点
を抽出することを目的とし、文献調査をもとに公
立小中学校における学校給食費未納問題の発生状
況の概要を把握した。その結果、以下のことが明
らかとなった。
学校給食費未納問題が社会的に認知されるよう
になったのは、2006 年の新聞報道が発端である。
学校給食費徴収状況調査について、読売新聞調査
によると、学校給食費収入未済額（全国計）が
18 億円と発表（2006 年 11 月）した。一方、文部
科学省調査では、学校給食費収入未済額（全国計）
が 22 億円（2007 年 1 月）と 26 億円（2010 年 12 月）
と発表した（2010 年度以降は全国的な学校給食
費徴収状況調査は実施されていない）。調査結果、
学校給食費を滞納している保護者（学校給食費未
納者）の存在とその対応に自治体が頭を悩ませて
いることが明らかとなった。
市町村の学校給食費未納問題への対応は様々で
あり、分類は可能であるものの（第 1 章）、統一
的な方針は見られなかった。筆者は藤澤（2008）
の記述にさらに事例を加え、学校給食の存続に関
する事例を A（無料化）、B（一般的支援）、C（未
納者支援）、D（事前調整措置）、E（事後強制措置）
の 5 種類に区分できることを示した。
これらは、市町村の置かれている財政力や学校
給食数、学校給食体制、首長の方針などの条件が
様々に関係していることによる。そのため、各自
治体は、将来をも見据え独自で解決策を見出さな
ければならない立場に置かれている。
第 2 章では、保護者の学校給食に対する意識
を把握するため、2008 年 12 月に岩手県滝沢市
PTA 連絡協議会が実施した「学校給食（費）に
関する意識調査」を用いて、学校給食に関する保
護者意識を分析した。その結果、以下のことが明
らかとなった。
（1）保護者（非未納者）は、岩手県滝沢市・岩
手県滝沢市教育委員会に対し、学校給食費未納問
題の早期解決と学校給食費未納者からの回収強化
を望んでおり、学校給食費未納問題の現状と岩手
県滝沢市の対応に対する強い不満を持つことが明
らかとなった。
（2）保護者（非未納者）は、学校給食費未納者
に対し、保護者としての責任とその自覚を求めて
おり、学校給食費の未納行為に対する批判的感情
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を持つことが明らかとなった。
（3）保護者（非未納者）は、学校給食費の未納
対応として学校給食費未納者の児童・生徒に対し、
給食停止・弁当持参を望む意見もあり、それによっ
て、児童・生徒の精神的負担が伴ったとしてもい
たしかたないと考えることが明らかとなった。
この調査は、市町村の対応の遅れに飽き足らず
保護者組織が自ら解決に乗り出したものであり、
学校給食費未納問題の現状と市町村の対応に対し
て、保護者（非未納者）が、強い不満を持ってい
ることを示すものである。このような傾向は、学
校給食費未納問題を抱える多くの自治体の住民に
共通するものと推察される。
第 3 章では、学校給食共同調理場の学校給食費
徴収の実態（とりわけ、「学校給食費未納」の現
状と課題）について、岩手県矢巾町と岩手県滝沢
市を取り上げ、聞き取り調査した。その結果、以
下のことが明らかとなった。
（1）学校給食費徴収方法の違いが学校給食運営
の持続可能性を大きく左右する。
（2）公私会計の違いは、学校給食費未納が学校
給食食材購入に影響を及ぼすかどうかという点で
学校給食運営上、大きな意味を持つ。すなわち、
学校給食の会計制度が私会計方式である場合に
は、学校給食費未納額の累積が学校給食食材の品
質に影響を及ぼすため、学校給食費の未納をさせ
ない工夫が必須となる。また、学校給食費徴収方
法の工夫の有無は学校給食維持に大きく影響して
いることも聞き取り調査の結果、明らかとなった。
（3）学校給食費未納問題を抱える市町村の共通
の課題点として、いかにして学校給食費徴収方法
の仕組みを再構築するかがある。
第 4 章では、「学校給食費前払い制」の現状と
課題について、国内の先進事例である北海道羅臼
町と福島県二本松市を取り上げ、聞き取り調査を
行なった。その結果、以下のことが明らかとなっ
た。
（1）学校給食費前払い制度は確かに一定の効果
がある（導入以降、学校給食費の未納額はゼロと
なる）。
（2）ただし、上の効果は形式的なものであり、
保護者が学校給食費を支払わなかった場合には、
その児童・生徒が弁当持参となるため、学校給食
費未納者本人だけでなく、その児童・生徒が精神
的な苦痛を伴う場合もある。
（3）導入にあたっての特殊事情、学校給食の規
模、職員負担の問題等を総合的に考えると、全て
の市町村で一律に、学校給食費前払い制度を導入
することは困難である。
第 5 章では、第 1 章から第 4 章まで得られた知
見をもとに岩手県滝沢市の学校給食費未納問題の
事例を考察した。その結果、以下のことが明らか
となった。
（1）北海道羅臼町・福島県二本松市・岩手県矢
巾町の 3 市町の特長分析から、学校給食費未納問
題解決過程を初期段階・中期段階・後期段階の 3
段階に区分した。
（2）各段階で特有の課題がある。すなわち、初
期段階においては制度改革の主体性と方針をいか
に決定するか、中期段階においてはいかに受益者
ほか関係者を制度検討組織の中に組織化するか、
後期段階においては制度定着のためにいかに必要
な措置を講じるかである。
第 6 章では、本論の総括をした。本論文全体を
通じて言い得ることは、学校給食費未納問題の構
造として、時代の変化に伴い保護者の学校給食に
対する意識も、学校給食法で規定される学校給食
の理念そのものも、かつてのものとは変貌してお
り、また、双方の間に乖離が生じていることであ
る。このような乖離を修正し、「食育」を中心と
する新たな学校給食制度の理念を現実的にも支え
るような学校給食制度再構築の道筋をつけること
が国・自治体の双方に求められている。このこと
は、学校給食費未納問題を抱えていない自治体も
同様である。
学校給食費未納問題の解決を図る中で、学校給
食のあり方に対する共通認識が醸成されることが
期待され、ひいては他の自治体の行政サービスに
関しても住民自治が深化することが望まれる。
